
第３号様式（第15条関係）

事業者排出量削減報告書

住所（法人にあっ
てば、主たる事務

所の所在地）

氏名（法人にあっ
てば、名称及び代

変者の氏名）

事業者の主たる
業種
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71：１汝凶iするロには、レロjを艇人してください．特定ＩＦ粟行以外のﾘﾄﾞｪｲfの刀はレロlの鼬人は不興です．
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をいいます。

４「脇iII(位､!iたりのi且嶺効j1Lガス排lⅡ１１ｔ聯」の「川途1X分」には、００=I:｣A9,,1F務所などの)Ⅱ途をIlu人してください。「､!〔lll位の術橡」には、分子の［:鹸化災鍛換Z1uのドに分けとなる折標（11：搬政1ｋ、廷ぺ床Illi
舐、と１jWli轍蝉）を,１２人してください。

５「その他の地球iUl唆化対策によるiLl顎ji1I染ガスの１Ｍ城1ｋ聯」のうち「森林の保全及び縦IHI」の「Ⅱ礫ｲｌｉ血（IIl･iIIIi）」イ'１１にはilllI1IijIllllU1lIのⅡ標の梁111.を、「iU《!；ｲﾄﾞ血（火餓）」イ111には火統の巣`I|･をi肥人してください。

６「特`lUlF4J(」には、、I[戒２４１二座（１９９０ｲI波）をﾉJiWl1としたlJli川lotの対比や、行エネ製,ＭＩＮＩ鑓など他行のiU宗効染ガス排Ⅱ1191ﾘ城へのIi戯、グリーンiiM途の採川、特定フロンなどの条例掬定外のiLl顎効架ガスの､ﾘ酸
などを鼬入してください.

住所（法人にあっ
ては、主たる事務
所の所在地）

京都市下京区烏丸七条上ル常葉町真宗大谷派宗務所内

氏名（法人にあっ
ては、名称及び代

変者の氏名）
学校法人真宗大谷学園理事長安原晃

事業者の主たる
業種 学校

該当する事業者
要件 原京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第１号該当事業者（大規模エネルギー使用事業者（原油に換算して1,500キロリットル以上））

ｒ 

ｌ－ 

京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第２号又は第３号該当事業者（大規模運送事業者（トラック又はバス100台以上／タクシー150台以上／鉄道車両
150両以上）

京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第４号該当事業者（その他の温室効果ガスの大規模排出事業者（二酸化炭素に換算して3,000トン以上））

計画期間 平成20年４月～平成23年３月

基本方針

空気調和にかかる電気･ガスの使用鍵が過半を占めている。よって、高効率の設備に変更、運転状況の効率化を図る。教職員･学生･生徒の省エネ意識を高め
る。大谷大学における教育・心理学科の学年進行に応じて、使用エネルギーの増ｶﾛが予想されるが、省エネルギーの推進を図った゜

推進体制
大学、中･高等学校、幼稚園の各現場ごとに、各学校の責任者である学長・校長・園長のもと省エネルギーを推し進めるとともに、教職員への啓蒙を行っ
た００ 

環境マネジメントシステム名称

適用範囲

取得年月日

年度ごとの具体
的な取組及び措
腫の状況

年度

､ﾄﾞ成２０～型《I;皮

､1k成20～2241K度

､１２成21～22ｲﾄﾞ座

設備、対象、工程等

教室空調設備

照明･コンセント

自然エネルギー設備

措１１駈内容

高効率の空調機への更改（〈22〉新規の導入時、高効率の機器を選択して、甑気・ガス便用量の削減を図ろうとした。）

各部署ごとの使用趣力量を把握し、省エネ窓繊をHiiめる。（〈22〉照明設側については、白熱灯から蛍光灯器具への取替やLED球の導入を行った。）

太陽光発fli設備の導入を検討、実施を計画（〈22〉太陽光発電の導入について、昨年度に引き続き検討を行った。）
温室効果ガスの
排出盆等 排出区分

Ａ事業所等排出区分

Ｂ輸送車両排出区分

Ｃその他排出区分

排出合計

実紙に対する自己評価

基準年度（実紙）
（１９）年度
(二鹸化災鍛換算）

目標年度（計画）
（２２）年度
（：欣化灰然ljul(）

増減率
(計画）

報告年度（実綴）

(22）年度
(~:鹸化殿鍋換2N）

増減率
(実紙）

3,087.0ｔ 3,444.0ｔ 1１．６％ ３，１８４．６ｔ 3.2％ 

ｔ ｔ ％ ｔ ％ 

ｔ ｔ ％ ｔ 髄

＊Ｉ 3,087.0ｔ ＊2 3,444.0ｔ 11.6％ ＊句 ３，１８４．６ｔ 3.2％ 

原単位当たりの
温室効果ガス排
出量等

用途区分 原単位の指標

大谷大学
二酸化炭素換算

延べ床面積(千㎡）

人芥111.,15聯ｹﾞｾｲAｉ
二酸化炭素換算

廷ぺ床面秋(千㎡）

大谷幼稚園
二酸化炭素換算
延べ床面積(千㎡）

実績に対する自己評価

基準年度（実績） 目標年度（計画） 増減率（計画） 報告年度（実績） 増減率（実紋）

46.OOOt-CO2/千㎡ 52.OOOt-CO2/千㎡ 13.0％ 43.150ｔ-CO2/千㎡ -6.2％ 

17.000ｔ-CO2/千㎡ 17.000ｔ-CO2/千㎡ 0.0％ 38.988ｔ-CO2/千㎡ 129.3％ 

24.ＯＯＯｔ－ＣＯ２/千㎡ 24.000ｔ-CO2/千㎡ 0.0％ 29.970ｔ-CO2/千㎡ 24.9％ 

大学では、教育･心理学科の学年進行中であるが、原単位あたりの温室効果ガス排出避等を基準年度よりも減少させることができ
た。中・高等学校および大谷幼稚園では、増加している。今後も温室効果ガスの削減に取り組みたい。

その他の地球温

暖化対策による
温室効果ガスの
削減鍵等

対策等の区分

森林の保全及び整備

府内産の木材の利用

自然エネルギーを利用した
電力又は熱の供給

グリーン電力の購入

家庭における温室効果ガス
排出盆の削減効果分の購入

削減量等合計

目標年度（計画）
llMllIit僻 （：陵化腿飛換疎）

(縦備IIii繭） hａ (吸収１０t） ｔ 

(利川lot） ｎｌｌ (､ﾘ波Ｉ t） ｔ 

(鑓1u1k） kwｈ (､ﾘ減Ｉ （） ｔ 

(鵠供給１１t） GＪ (､Ｉ城Ｉ (） ｔ 

(H1Ii人１１t） kwｈ (､ﾘ波Ｉ (） ｔ 

(Ｂｉｌｌ人１１t） ｔ (､Ｉ城10t） ｔ 

＊。 ｔ 

報告年度（実綴）

収釧１６t聯 (二鹸化灰架換､【）

(縦鮒Ilii秋） hａ (吸収1k） ｔ 

(利Ⅱjlit） Iｎｇ (､ﾘ波10t） ｔ 

UWlklIt） kwｈ (､ﾘ城 ｔ 

(熱UMYF10t） GＪ (､ﾘ波１，(） ｔ 

(11＃人lot） kwｈ (､Ｉ波１ｋ） ｔ 

(ﾛﾙ人１ｋ） ｔ (ﾛﾘ波１１t） ｔ 

＊１５ ｔ 

差引排出量

(lll:川介O11-nI波聯合ill･）

基準年度（実紙）

＊】3,087.0ｔ

目標年度（計画）

(･2)-(･3）3,444.0ｔ 

墹滅率（計画）

11.6％ 

報告年度（実紙）

(")-(・月）３
， 184.6ｔ 

増減率（実績）

3.2％ 
地球温暖化対策
に資する社会貢
献活動

・大学、中･高等学校、幼稚園の各敷地にできるだけ多く植物を植栽して、二酸化炭素の吸収を行い、ヒートアイランド現象にも歯止めが掛けられるように努力している。
・大学では、生涯学習講座の一つである「開放セミナー」にて、本学教員が「環境と文化-地形･地質学の立場から－」という講座を2011年2～３月にljMき、そのなかで気候変動に関する指摘
を行った。

特記事項

本学園では、大学において教育・心理学科が学年進行中であること、また大学、中・高等学校、幼稚園において教育、研究の充実化を図る設備の整備を
行っていることにより、エネルギー便用量の増加が予想されるが、省エネルギーの推進も進めていきたい。


